「義務付け・枠付けの見直し」と「権限移譲」に関する最近の議論と実務 保育所の設備運営基準を中心として by 榊原 秀訓





















































































































東京都では， 0歳児， 1歳児の乳児室の面積ぞl人当たり1.65m2から 3.3m2
以上に引き上げる一方で(東京都児主主福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例第























乳児室 1.65m2 3.3m2 2.5m2 5m2 1.65m2 
。歳児
ほふく室 3.3m2 3.3m2 2.5 ll12 5m2 1.65 m2 
乳児室 1.65m2 3.3m2 2.5 n12 3.3m2 1.65m2 
1歳児
ほふく室 3.3m2 3.3m2 2.5m2 3.3m2 1.65 m2 
2歳児 保育室 1.98 m2 1.98m2 1.98 m2 1.98 m2 1.65 m2 以上








































2又はほふく室 3.3m2 乳児 3:1， 1 歳~3 歳未満 6: 1， 





岐阜市 乳児室 3.3m2(経過措置あり) (間基準)
豊橋市 乳児宣言3.3m2(既存保育所1.65m2) (弱基準)
豊田市 乳児室 3.3m2 1， 2歳5:1， 3燦 15:1， 4歳28・1
岡崎市 乳児主主3.3m2 1歳4:1， 2歳5:1， 3歳18:1 
(出典) 幸吉村t俊郎 f~児童福祉施設の設儲及び運営の基準に関する条例J (政令市)の特徴j保
予言ー情報435号 (2013年)14頁，悶 fW児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条















































































































































































まず，札幌市について，改革前の基準は， 1乳児室5m入ほふく室 3.3m2 J 
とされているが，認可基準としてはこのようなものであるものの，実際の運
用基準としては， i乳児室1.65m2，ほふく室3.3mりであり，それを条例で
「乳児室 3.3mにほふく室 3.3mりとしたので，むしろ， 1乳児室jの基準を
11.65m2Jから 13.3m2Jへ1:U'、たと認識されている。また，堺市の場合
は，制度改革前の基準が「乳児室 3.3m九ほふく室 3.3m2 Jと紹介され，条
例基準で「乳児室1.65m2，ほふく室 3.3m2 Jとされたので， 1乳児室Jの基
















表 3 政令市における O歳児の乳児室・保育室の函穣基準
制度改革前の2基準 条例による基準
政令指定都市 乳児室 !まふく室 乳児室 iまふく室
札幌市 5n12(1.65m2) 3.3 m2 3.3m2 3.3m2 
仙台市 5m2 3.3 m2 5m2 5m2 
さいたま市 5 rn2 3.3 m2 5m2 5m2 
千葉市 3.3m2 3.3 m2 3.3m2 3.3m2 
横浜市 2.475m2 2.475m2 3.3m2 3.3m2 
JlI崎市 2.475m2 2.475m2 3.3m2 3.3m2 
相模原市 2.475m2 2.475m2 3.3m2 3.3m2 
新潟市 1.65m2 3.3m2 1.65 m2 3.3m2 
静岡市 1.65 m2 3.3m2 1.65m2 3.3m2 
浜松市 1.65m2 3.3m2 1.65m2 3.3m2 
名古屋市 1.65 m2 3.3m2 3.3m2 3.3m2 
京都市 1.65m2 3.3m2 1.65m2 3.3m2 
大阪市 5m2 3.3m2 5n12 5m2 
堺 市 3.3n12(1.65 m2) 3.3m2 1.65 m2 3.3m2 
神戸市 5m2 コロ12 1.65 m2 3.3m2 
!苅山市 1.65m2 3.3m2 1.65m2 3.3m2 
広鳥市 1.65m2 3.3m2 3.3m2 3.3m2 
北九州市 1.65m2 3.3m2 3.3m2 3.3m2 
橋 i河子育 3.3m2 3.3m2 3.3m2 3.3m2 














日 露主 1 歳 2 歳 3 歳 4 綴 5 意義
(間基準) 3 6 6 20 30 30 
名古屡市 3 6 6 20 30 30 
室主橋市 3 4.6 5.2 20 30 30 
(笠橋市条例) 3 6 6 20 30 30 
呈呈出市 3 コ コ 15 28 30 
(鎌田市条例〉 3 コ コ 15 28 30 
岡崎市 3、 4 コ 18 30 30 
(河崎市条例) 3 4 コ 18 30 30 
(愛知県予if.l:措鐙) (l歳児保管災施佼) 1歳児の担当保育士の混成割合を国配置主主宰準の 6:1よ
り充実されるための人件費を補助。県 1/2 市町村 1/20 1名記憶。
淑戸市 3 5 6 20 30 30 
宅手臼井干1， 3 5 6 20 30 30 
堅t )11 市 3 5 6 20 30 30 
7詰1 君E 司王 3 5 6 20 30 30 
予言 討す 市 3 5 6 20 30 30 
小牧市 3 5 6 20 30 30 
稲沢市 3 5 6 20 30 30 
大月母子1J 3 5 6 20 30 30 
知多市 3 5 6 20 30 30 
長証明市 3 5 6 20 30 30 
f青須市 3 5 6 20 30 30 
北名前屋市 3 5 6 20 30 30 
大口町 3 5 6 20 30 30 
扶桑町 3 5 6 20 30 30 
武 j段町 3 コ 6 20 30 30 
知立市 3 4 6 20 30 30 
日進市 3 4 6 20 30 30 
田原市 3 4 6 20 30 30 
主幹 悶 由工 3 4 6 20 30 30 
東郷町 3 4 6 22 30 30 
高石浜市 3 公 4 私 5 6 20 30 30 
半岡市 3 4.5 6 20 30 30 
主阜商干1， 3 5 6 15 30 30 
メ出谷市 3 5 6 15 30 30 
西尾市 3 5 5 20 30 30 
東海市 3 5 5 20 30 30 
尾張旭市 3 5 5 20 30 30 
火山市 3 伊コ 6 18 26 28 











































































3歳児 15:1， 4歳児20:1， 5歳児25:1としているお)。














































































































































































































































第7条の 2まで，第 10条，第 12条，第 13条，第 14条及び第 14条の 3に定
める基準を除き，助産施設以外の施設については省令第5条第 3項及び第6条
に定める基準を除く。)をもって，その基準とする。この場合において，省令
















第 5条第 1項 児童福枇施設は 見放福祉施設は，なごや子ど
も条例(平成 20年名古屋市条
例j第 24号)の理念にのっとち




第 32条第 5号 保育所の 市長が特に必要と認める場合
(第 30条第 1項 は，保育所の
において準用す
る場合を含む。)
第 33条第 2項 (認定こども函(就学誌の予どもに関する教 ?謁4歳以上の幼児おおむね








いう。)おおむね 35人につき l人以上， 1臼
に 8時間程皮利用する幼児(以下 f長時間利
































法第 l条に規定する幼稚騒をいう。以下向じ。)と伺様に 1日に 4時間程度利
用する幼児(以下「短時間利用見Jという。)おおむね 35人につき 1人以上，
1日に 8時間程度利用する幼児(以下 f長時間利用児Jという。)おおむね 20
人につき 1人以上)，満4歳以上の幼児おおむね 30人につき 1人以上(認定保
育所にあっては，短時間利用児おおむね 35人につき l人以上，長持間利用児








































( 1) 社会福祉法(昭和 26年法律第45号)第 6章及び社会福祉法施行規則































































区 分 2010年 2011年 2012年 2013年 2013年一
4月 4月 4月 4月 2012年
就学前児童数 193，584 192，861 191，770 190，106 41，664 
保育所申込者数 (A) 41，933 44，094 45，707 48，818 3，111 
入所児童数 (B) 38，331 40，705 43，332 47，072 3，740 
入所保留児主主数 (C)=(A)
3，602 3，389 2，375 1，746 念629(B) 
横浜保育2室等入所数 (D) 1，020 1，136 1，117 877 4240 
横浜保宵室 989 1，028 965 716 A249 
家庭的保育事業 19 52 59 84 25 
幼稚園預かり保育 12 23 コ 3 &ユ
事業所内保育 。 19 22 3 
一時保育・乳幼児のー
33 69 52 A17 時預かり施設
育休関係 (E)(*) 277 186 203 17 
主に白宅で求職活動されて
213 100 4113 いる方 (F)(*) 
特定保育園のみの申込者な
1，030 1，005 680 566 ム114ど (G)(*) 
待機児蜜数 (H)=(C)ー










保育所待機児童数について)(2013年 5月20日)。入所保留児童数 (C)における 2013
年4月の下線は榊原が追加したもの。
87 
表 6 横浜市保育所設置主体(市立保育所 [90カ所〕ぞ除く)
社会福 企業* 学校 NPO 一般財 宗教 個人 合計祉法人 法人 法人 団法人 法人
2013年4月開所 24 39 3 2 l 。 。 69 
2012年度中関所 4 1 5 
2013年4月1臼






















31号 (2012年) 12 頁~13 J![。君主に，隠 rw義務付け・枠付けの見直し』に伴う地方




4) 2012年 5月に学会報告がなされ，翌年 2013年 5月の学会誌において原稿が公表
88 
「義務付け・枠付けの見直しJと「権限移譲jに関する最近の議論と実務
されている。新村とわ f地方自治あるいは市民自治? eI律 (Autonomie)の観











の，それは「最低基準j と考えられること(第 17条第 1項，伺第4条各号参照)を
指摘している。
6) 村上)1鼠・白藤博行・人見附編『新基本法コンメンターノレ地方自治法](日本評論








697号 (2012年) 46 頁~56 J[，同「東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関
する条例等の制定について」小早川監修・前掲注2)149 J[ ~160 J[，花本由紀「東
京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の制定についてj 自治体法
務研究 31号 (2012年) 34 笈~39 頁等参照。大阪市に関しては，三谷員彦「大阪市
児童福祉施設最低基準条例における保育所の設備及び運営基準J地方財務697号
(2012年) 57 頁~63 頁等参照。
8) 若林俊郎「児童福祉最低基準条例化に関する自治体の動向 面積基準緩和の指
定を受けた自治体在中心lこj保育情報427号 (2012年)37 J[。近藤貴幸 f第 l次一
括法・第 2次一括法の施行に伴う条例制定状況・地方独自の基準事例概説j小早川
E修・前掲注2)88頁等も参照。
9) 池本美香「保育の質を保障していくためにj都市問題 103巻 12号 (2012年)70 
頁。
10) また，王子林俊郎 rw児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例~ (政令市)
89 
の特徴J保育傍報435号 (2013年) 12 頁~14 頁，同 rw児愛福祉施設の設備及び運
営の基準に関する条例](都道府県)の特徴j保育4情報436号 (2013年) 23 頁~27
頁，同 rw児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例](中核市)の特徴j保
育情報437号 (2013年) 42 頁~45 頁(以下，単に r(政令市)の特徴j のように記
す)。




12) 大村・前掲注3)12 頁~13 J[。





題一一保脊所の最低基準を中心にJ賃金と社会保障 1526号 (2010年)36 支~39 頁，







15) 池本・前掲注9)70 頁~71 頁。
16) 若林・前掲注10)r (都道府県)の特徴J23頁。
17) 若林・前掲注 10)r (都道府県)の特徴J24頁， r (政令市)の特徴j 12 頁~13 頁。
18) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知(麗児発 1028第 1号平成23年 10月28
日)保育情報421号 (2011年)55頁。















22) 人見附 if地域主権改革』と地方自治j 日本地方自治学会編 H地域主権改革j と











育事業の運営管理について)j(2012年) 88 頁~89 頁。













30) 白藤・前掲注 21)i改革と法理J70 頁~71 頁。
31) 松井幸夫「憲法25条論の課題一一『立法裁量の海』に漂う 25条のためにJ中村
治爾・湯山哲守・和田進編著『権力の仕掛けと仕掛け返し 憲法のアイデンテイ
ティのためにj(文理閣， 2011年) 136 頁~137 頁，棟居i快行 f生君子権と『制度後退




(2010年) 113 頁~1l5 頁，尾形健「生存権保障J 曽我部真総・赤坂孝一・新井誠・
尾形健編『憲法論点教室~ (日本評論社， 2012年) 147 頁~148 頁等参照。
32) 村上ほか編・前掲注6)75頁(市橋克哉執筆)参照。
33) 若林・前掲法 10)i (政令市)の特徴J13頁。
33a) 若林・前掲注 10)i (中核市)の特徴J43頁，豊田市保健福祉審議会法人・施設毒事
門分科会 (2012年8月9臼)i地域主権改革に基づき制定する児愛福祉施設等の基
準条例についてん
34) 近藤・前掲注 8)88 ]i[，秀嶋・前掲注 7)i東京都児童福祉施設の整備及び運営の
基準に関する条例等の制定について一一特に保育所の設備及び運営の基準につい




条例の-f誌を改正する条例案，埼玉新聞 2013年4月 16日19菌， 4月19臼2関・
19顕， 4月25釘19露首， 6月22日2街，毎日新潟(地方版)2013年4月16日朝刊 23























関して，従来，大阪r!H立， 1歳児について， 5人に I人の保育士を配置していたが，
条例において，国基準還りの 6:1の記質基準としている。若林俊郎「児童福祉施設
最低基準条例化に関する自治体の動向一一面積基準緩和の指定を受けた自治体を中
心lこj保育情報427号 (2012年) 38 頁~39 頁， í~維新の会J の保育改革を検討す
るj中山徹・宮下砂生・大阪市の地域福祉を?守る会編『橋下絵新が地域の福祉・医
療を?こわす~ (自治体研究社， 2012年) 55 貰~57 頁も参照。
41) 池本・前掲注 9)72 頁~73 頁。
42) 本多・前掲注 5)29頁，村上ほか編・前掲注 6)761"[ (市橋克哉執筆)。
43) さいたま市議会ホームページの「会議録の検索と閲覧Jにおける「平成 25年 4月
富話時会J会議録のほか，前掲注 36)の新開記事参照。
44) 榊原秀司1/i議会改革・談会内潟剰u.ボランテイア議会と住民の役割J日本地方自
治学会編 H新しい公共j とローカノレ・ガパナンス(地方自治議書 25)](2013年)
112頁。松下啓一・今聖子照美・飯村恵子『つくろう議員提案の政策条例一一自治の
共河経営者を呂指して~ (窮書房， 2011年)も参照。
45) 磯崎初仁「義務付け・枠付け改革と条例制定の課題J都市問題 103巻 12号 (2012
年)44頁。
46) 本多・前掲注 37)43賞。
47) 条例策定研究会編著・前掲注 2)77 頁~93 頁。
48) 本多・前掲注 37)43頁ο
49) 大村・前掲i主3)l3 1"[。近藤・前掲浅 8)100 Jま，同 f義務付け・枠付けの見直し
に関する地方独自の基準事例(第4問調査結果)J地方自治 785号 (20l3年)103支
も同旨。










51) 鈴木庸夫滋・著『どう変わるつどうつくる? 第 2期地方分権改革条例!の策定と












53) 中日新開 2013年 5月22日朝刊 30面， 1待機児童解消加速化プラン一一横浜市モ
デノレの普及でいいのかつ j保育情報439号 (2013年) 10 頁~11 頁，全国保育団体
連絡会「待機児主主解消実現に向けて『横浜方式』に対する見解と私たちの提言j保
育情報440号 (2013年) 3 頁~5 頁，猪熊弘子「待機児童対策一一『横浜方式』の
光と影」全国保育団体連絡会・保育研究所編『保育白書 2013 年版~ (ちいさいなかま
社， 2013年) 154 頁~160 頁参照。名古屋市の社会福祉法人・営利法人への対応に
ついて，名古屋市保育施策検討会議『中間報告~ (2011年 10月)，中村強土 f大都
市における保育の現状と課題一一待機児童ゼロを目指す大都市・名古屋j中L1J徹・
杉山隆一・保育行財政研究会編著『直前対策 1 子ども・子育て支援新制度PART





55) さしあたり，垣内国光『民営化で保育が良くなるの?~ (ちいさいなかま社， 2006 
年)，岡i崎祐i3J1多様な事業主体の参入と保育所のあり方J杉山隆一・田村和之編著
『保育所運営と法・制度~ (新日本出版社， 2009年) 60 頁~75 頁等参照。
〔付記1] 本稿は， I義務付け・枠付けの見直しj と「権限移譲Jに関して行っ
た講演に，資料を含め，大幅に加筆修正を加えたものである。
〔付記2) 論文における最終的な説明の責任は筆者にありますが，名古屋市，農
橋市，東郷町，仙台市，札幌市，堺市や，あいち保育研究所などから電話-
FAX.メーノレで基準設定・条例制定にかかわって説明そしていただきまし
た。また，神奈川自治体問題研究所の角田英昭氏から「権限逆戻り」に関す
るご教示と資料の提供をしていただきました。記しておネしを申し上げます。
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